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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】輝度が高くかつディスプレイ面内において輝度
むらのないディスプレイを提供する。
【解決手段】光源２と、前記光源から入射された入射光
を、その入射光よりも長波長の光に変換する色変換部材
６と、液晶モジュール３と、異なる複数の熱可塑性樹脂
が交互に１１層以上積層されてなる少なくとも１枚の積
層フィルム４と、偏光性を備えたフィルム５を含み、光
源２、偏光性を備えたフィルム５、積層フィルム４、液
晶モジュール３の順に配置してなり、かつ前記積層フィ
ルム４の長尺方向の中央と両末端の３点における配向角
の最大値と最小値の差、及び短尺方向の中央と両末端の
３点における配向角の最大値と最小値の差がともに１°
以上４０°以下であるディスプレイ１。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光源と、前記光源から入射された入射光をその入射光よりも長波長の光に変換する色変
換部材と、液晶モジュールと、異なる複数の熱可塑性樹脂が交互に１１層以上積層されて
なる少なくとも１枚の積層フィルムと、偏光性を備えたフィルムを含み、
光源、偏光性を備えたフィルム、積層フィルム、液晶モジュールの順に配置してなり、
かつ前記積層フィルムの長尺方向の中央と両末端の３点における配向角の最大値と最小値
の差、及び短尺方向の中央と両末端の３点における配向角の最大値と最小値の差がともに
１°以上４０°以下であるディスプレイ。
【請求項２】
　前記積層フィルムが、その長尺方向の中央と両末端の３点について分子配向を測定した
場合のＭＯＲの最大値と最小値の差、及びその短尺方向の中央と両末端の３点について分
子配向を測定した場合のＭＯＲの最大値と最小値の差がともに０．２以下である請求項１
に記載のディスプレイ。
【請求項３】
　前記積層フィルムが、その長尺方向の中央と両末端の３点について分子配向を測定した
場合のＭＯＲの最小値、及びその短尺方向の中央と両末端の３点について分子配向を測定
した場合のＭＯＲの最小値がともに１．３以上である請求項１または２に記載のディスプ
レイ。
【請求項４】
　前記積層フィルムが、入射角度０°での透過スペクトルにおいて前記光源の発光帯域で
の平均透過率が８０％以上であり、かつ入射角度１０°または６０°での反射スペクトル
において前記色変換部材の出光帯域内での最大反射率が３０％以上である、請求項１～３
のいずれかに記載のディスプレイ。
【請求項５】
　前記積層フィルムが、入射角度１０°または６０°での反射スペクトルにおいて前記光
源の発光帯域での最大反射率が３０％以上であり、かつ入射角度０°での透過スペクトル
において前記色変換部材の出光帯域内での平均透過率が８０％以上である、請求項１～３
のいずれかにに記載のディスプレイ。
【請求項６】
　前記色変換部材が、前記光源と、前記積層フィルムの間に配置されてなり、前記積層フ
ィルムの入射角度１０°の反射スペクトルにおける短波長端が、前記色変換部材から出光
される緑色光の出光帯域の長波長端より大きく、かつ前記積層フィルムの入射角度４５°
の反射率スペクトルにおける短波長端が、前記色変換部材から出光される緑色光の出光帯
域の長波長端より小さい、請求項１～３のいずれかに記載のディスプレイ。
【請求項７】
前記色変換部材が、前記積層フィルムに関して前記光源とは反対側に配置されてなり、前
記積層フィルムの入射角度１０°の反射スペクトルにおける短波長端が、前記光源の出光
帯域の長波長端より大きく、かつ前記積層フィルムの入射角度４５°の反射率スペクトル
における短波長端が、前記光源の出光帯域の長波長端より小さい、請求項１～３のいずれ
かに記載のディスプレイ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光源と色変換部材と液晶モジュールと偏光性を備えたフィルムと積層フィル
ムを含むディスプレイに関する。
【背景技術】
【０００２】
　色変換方式によるマルチカラー化技術を、液晶ディスプレイや有機ＥＬディスプレイ、
照明などへの応用することが盛んに検討されている。色変換とは、発光体からの発光をよ
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り長波長な光へと変換することであり、たとえば青色発光を緑色や赤色発光へと変換する
ことを表す。
【０００３】
　この色変換機能を有する組成物をシート化し、例えば青色光源と組み合わせることによ
り、青色光源から、青、緑、赤の３原色を取り出すこと、すなわち白色光を取り出すこと
が可能となる。このような青色光源と色変換機能を有するシートを組み合わせた白色光源
をバックライトユニットとし、液晶モジュールと、カラーフィルターと組み合わせること
で、フルカラーディスプレイの作製が可能になる。また液晶モジュールが無ければ、その
まま白色光源として用いることができ、たとえばＬＥＤ照明などの白色光源として応用で
きる。
【０００４】
　色変換方式を利用する液晶ディスプレイの課題として、色再現性の向上が挙げられる。
色再現性の向上には、バックライトユニットの青、緑、赤の各発光スペクトルの半値幅を
狭くし、青、緑、赤の各色の色純度を高めることが有効である。これを解決する手段とし
て無機半導体微粒子による量子ドットを色変換部材の成分として用いる技術が提案されて
いる（例えば、特許文献１参照）。量子ドットを用いる技術は、確かに緑、赤色の発光ス
ペクトルの半値幅が狭く、色再現性は向上する。
【０００５】
　また、量子ドット技術からなる色変換部材を用いることで色再現性は向上するものの、
その色特性や色変換フィルムの発光特性のために輝度が低下するという課題もある。その
対策として、例えば、色変換フィルムから発光された光を反射する光波長選択性の反射フ
ィルムを用いたものが開示されている（例えば、特許文献２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１２－２２０２８号公報
【特許文献２】特開２００９－１４０８２２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　一方で、量子ドットなどの色変換部材と波長選択性の反射フィルムをディスプレイに実
装した際に、ディスプレイ画面内で実際に画像を表示する際に輝度むらが発生するという
課題があった。
【０００８】
　そこで、本発明は上記の課題を解決せんとするものであって、色変換部材や波長選択性
の反射フィルムを含むディスプレイにおいて、輝度が高くかつディスプレイ面内において
輝度むらのないディスプレイを提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、上記の課題を解決せんとするものであって、光源と、前記光源から入射され
た入射光を、その入射光よりも長波長の光に変換する色変換部材と、液晶モジュールと、
異なる複数の熱可塑性樹脂が交互に１１層以上積層されてなる少なくとも１枚の積層フィ
ルムと、偏光性を備えたフィルムを含み、光源、偏光性を備えたフィルム、積層フィルム
、液晶モジュールの順に配置してなり、かつ前記積層フィルムの長尺方向の中央と両末端
の３点における配向角の最大値と最小値の差、及び短尺方向の中央と両末端の３点におけ
る配向角の最大値と最小値の差がともに１°以上４０°以下であるディスプレイである。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、量子ドットに代表される色変換部材と偏光性を備えたフィルムと液晶
モジュールを備えたディスプレイにおいて、輝度が高くかつディスプレイ面内において輝
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度むらのないディスプレイを得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明のディスプレイの一例を示す模式断面図
【図２】本発明のディスプレイの一例を示す模式断面図
【図３】積層フィルムの長尺方向末端、短尺方向末端、中央の場所を示す模式図
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下に本発明の実施の形態について詳細に述べるが、本発明は以下の実施例を含む実施
の形態に限定して解釈されるものではなく、発明の目的を達成できて、かつ、発明の要旨
を逸脱しない範囲内においての種々の変更は当然あり得る。
【００１３】
　本発明のディスプレイは、図１に示すとおり光源、積層フィルム、色変換部材、液晶モ
ジュールを含んでなる必要がある。また、図２に示すとおり側面に光源を供えた導光板を
積層フィルムの下面に設けた構成であってもよい。以下、これらの構成をベースとして説
明する。
【００１４】
　＜光源＞
　本発明のディスプレイを構成する光源の種類は、後述の色変換部材に含まれる発光物質
が吸収可能な波長領域に発光を示すものであればいずれの光源でも用いることができる。
例えば、熱陰極管や冷陰極管、無機ＥＬなどの蛍光性光源、有機エレクトロルミネッセン
ス素子光源、ＬＥＤ、白熱光源、あるいは太陽光などいずれの光源でも原理的には利用可
能であるが、特にはＬＥＤが好適な光源である。たとえば、ディスプレイや照明用途では
、青色光を受けて緑色を発光させたり、紫外光をうけて青色光を発光させたりするが、前
者の場合、青色光の色純度を高められる点で、４００～５００ｎｍの範囲の光源を持つ青
色ＬＥＤがさらに好適な光源である。また、後者の場合、青色発光効率を高めつつも紫外
線による内部材料の劣化を抑制する観点から３８０～４２０ｎｍの範囲の光源をもつ近紫
外線ＬＥＤがさらに好適な光源である。
【００１５】
　光源は１種類の発光ピークを持つものでもよく、２種類以上の発光ピークを持つもので
もよいが、色純度を高めるためには１種類の発光ピークを持つものが好ましい。また、発
光ピークの種類の異なる複数の光源を任意に組み合わせて使用することも可能である。
【００１６】
　＜液晶モジュール＞
　本発明のディスプレイを構成する液晶モジュールは、液晶層と偏光子を含んでなること
が好ましい。偏光子を含むことで、液晶ディスプレイの構成によって、画素電極に対応し
て光の透過性を制御できるようになる。偏光子の種類は特に制限されるものではなく、吸
収型偏光板でもよく、反射型偏光板でもよい。また、液晶層は特に限定されるものではな
く、画素電極に対応して光の透過性を制御できるものであれば使用可能である。また、そ
の方式も限定されるものではなく、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）方式、ＶＡ
（Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）方式、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ－Ｓｗｉｔ
ｃｈｉｎｇ）方式のいずれも使用できる。
【００１７】
　＜色変換部材＞
　本発明のディスプレイには、前記の光源から入射された入射光を、すなわち色変換部材
に入射する光源からの光を、その入射光よりも長波長の光に変換する色変換部材を含む構
成とすることが必要である。ここでいう光源から入射された入射光をその入射光よりも長
波長の光に変換するとは以下のとおり定義されるものである。まず、光源の発光スペクト
ルを計測し、発光スペクトルの最大強度を示す波長を光源の発光ピーク波長とし、光源の
発光ピーク波長での発光強度の５０％以上の強度を示す発光帯域をもって光源の発光帯域
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とする。つづいて、光源からの光を色変換部材を通して受光した際の発光スペクトルを計
測する。その際の光源の発光ピーク波長をのぞく最大強度を示す波長を色変換部材の出光
ピーク波長とし、色変換部材の出光ピーク波長での出光強度の５０％以上の強度を示す帯
域を色変換部材の出光帯域とする。この色変換部材の出光帯域が、光源の発光帯域よりも
長波長側にあることをもって光源から入射された入射光をその入射光よりも長波長の光に
変換するとし、さらに具体的には色変換部材の出光帯域の長波長端が光源の発光帯域の長
波長端よりも長波長側にあることとする。このような色変換部材を用いることで、赤・緑
・青の色を個別に発光させることが容易となり、表現できる色の種類が多く色再現性の高
いディスプレイを得られるものである。また、色変換部材からの局所的な出光ピークを複
数備える場合は、色変換部材の出光帯域の一部で最大強度の５０％未満となる場合もある
が、この場合も分断された色変換部材の出光帯域の中で最も長波長の色変換部材の出光帯
域の端となる波長が光源の発光帯域の長波長端よりも長波長側にあればよい。また、本願
で用いる光源と色変換部材の組合せとしては、光源の発光波長の長波長端よりも色変換部
材の出光帯域の短波長端（波長基準でみた帯域において最も小さい波長を短波長端いう。
また、同帯域において最も大きい波長を長波長端という）が長波長側にあることがより好
ましい。この場合、色変換部材が、光源とは異なる色の光を発光するため、より色再現性
に優れたディスプレイが得られるようになる。
【００１８】
　本発明のディスプレイを構成する色変換部材は、前述のとおり特定の波長の光を他の波
長の光に変換する部材であり、樹脂フィルムに含有したものや、基材となるフィルム上に
色変換材料を含有した膜を積層したものなどが例示される。また、別の例として、通常の
赤・緑・青色の３色からなるカラーフィルターの代替として、色変換部材を用いることが
例示される。青色光源を用いる場合には、赤・緑・青のそれぞれのカラーフィルターの代
替として、赤色への色変換部材、緑色への色変換部材、青色を透過する透明部材を用いら
れる。
【００１９】
　特に本発明のディスプレイにおいては、色変換部材は複数のセルで分割されてなる必要
がある。好ましくは、隣接するセルから発光される光の波長が異なることである。カラー
フィルターとして用いるためには、赤、緑、青の色を表示する必要があるため、隔壁によ
り画素に対応するセルに分割された構成である必要があり、隣接するセルで発光される光
が異なる必要がある。一方で、全てのセルに色変換部材を含む必要はなく、たとえば光源
として発光波長４００～５００ｎｍの青色ＬＥＤを用いた場合には、青色の発光材料を含
まない透明セルで青色を表現できるようになる。ここで、各セルを分割する隔壁は特に限
定されるものではなく、透明であっても、吸収性の黒色材料であっても、反射性の材料で
あってもよい。
【００２０】
　量子ドットとしては、ＺｎＳシェルを有するＣｄＳｅが例として挙げられる。また、Ｃ
ｄＳｅ／ＺｎＳ、ＩｎＰ／ＺｎＳ、ＰｂＳｅ／ＰｂＳ、ＣｄＳｅ／ＣｄＳ、ＣｄＴｅ／Ｃ
ｄＳ、又はＣｄＴｅ／ＺｎＳを含むコア／シェル発光ナノ結晶を用いてもよい。
【００２１】
　無機蛍光体は、最終的に所定の色を再現できるものであれば特に限定はなく、公知のも
のを用いることができる。例としては、ＹＡＧ蛍光体、ＴＡＧ蛍光体、シリケート蛍光体
、ナイトライド蛍光体、オキシナイトライド蛍光体、窒化物、酸窒化物蛍光体、β型サイ
アロン蛍光体等が挙げられる。中でも、ＹＡＧ蛍光体およびβ型サイアロン蛍光体がそれ
ぞれ好ましく用いられる。
【００２２】
　ＹＡＧ蛍光体は、少なくともセリウムで賦活されたイットリウム・アルミニウム酸化物
蛍光体、少なくともセリウムで賦括されたイットリウム・ガドリニウム・アルミニウム酸
化物蛍光体、少なくともセリウムで賦活されたイットリウム・アルミニウム・ガーネット
酸化物蛍光体、及び、少なくともセリウムで賦活されたイットリウム・ガリウム・アルミ
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ニウム酸化物蛍光体などがあり、具体的には、Ｌｎ３Ｍ５Ｏ１２：Ｒ（Ｌｎは、Ｙ、Ｇｄ
、Ｌａから選ばれる少なくとも１以上である。Ｍは、Ａｌ、Ｃａの少なくともいずれか一
方を含む。Ｒは、ランタノイド系である。）、（Ｙ１－ｘＧａｘ）３（Ａｌ１－ｙＧａｙ

）５Ｏ１２：Ｒ（Ｒは、Ｃｅ、Ｔｂ、Ｐｒ、Ｓｍ、Ｅｕ、Ｄｙ、Ｈｏから選ばれる少なく
とも１以上である。０＜ｘ＜０．５、０＜ｙ＜０．５である。）などがあげられる。
【００２３】
　β型サイアロンは、β型窒化ケイ素の固溶体であり、β型窒化ケイ素結晶のＳｉ位置に
Ａｌが、Ｎ位置にＯが置換固溶したものである。単位胞（単位格子）に２式量の原子があ
るので、一般式として、Ｓｉ６－ｚＡｌｚＯｚＮ８－ｚが用いられる。ここで、組成ｚは
、０～４．２であり、固溶範囲は非常に広く、また（Ｓｉ、Ａｌ）／（Ｎ、Ｏ）のモル比
は、３／４を維持する必要がある。β型サイアロンの一般的な製法は、窒化ケイ素の他に
、酸化ケイ素と窒化アルミニウムとを、あるいは酸化アルミニウムと窒化アルミニウムと
を加えて加熱する方法である。
【００２４】
　β型サイアロンは、結晶構造内に希土類などの発光元素（Ｅｕ、Ｓｒ、Ｍｎ、Ｃｅなど
）を取り込むことで、紫外から青色の光で励起して５２０～５５０ｎｍの緑色発光を示す
β型サイアロン蛍光体となる。これは白色ＬＥＤ等の発光装置の緑色発光成分として好ま
しく用いられる。特にユーロピウム（Ｅｕ２＋）を含有させたＥｕ２＋付活β型サイアロ
ン蛍光体は、発光スペクトルは非常にシャープであるため、青、緑、赤の狭帯域発光が要
求される画像処理表示装置又は液晶ディスプレイパネルのバックライト光源に適した素材
である。
【００２５】
　有機蛍光体としては、ナフタレン、アントラセン、フェナンスレン、ピレン、クリセン
、ナフタセン、トリフェニレン、ペリレン、フルオランテン、フルオレン、インデン等の
縮合アリール環を有する化合物やその誘導体；
　フラン、ピロール、チオフェン、シロール、９－シラフルオレン、９，９’－スピロビ
シラフルオレン、ベンゾチオフェン、ベンゾフラン、インドール、ジベンゾチオフェン、
ジベンゾフラン、イミダゾピリジン、フェナントロリン、ピリジン、ピラジン、ナフチリ
ジン、キノキサリン、ピロロピリジン等のヘテロアリール環を有する化合物やその誘導体
；
　ボラン誘導体；
　１，４－ジスチリルベンゼン、４，４’－ビス（２－（４－ジフェニルアミノフェニル
）エテニル）ビフェニル、４，４’－ビス（Ｎ－（スチルベン－４－イル）－Ｎ－フェニ
ルアミノ）スチルベン等のスチルベン誘導体；
　芳香族アセチレン誘導体、テトラフェニルブタジエン誘導体、アルダジン誘導体、ピロ
メテン誘導体、ジケトピロロ［３，４－ｃ］ピロール誘導体；
　クマリン６、クマリン７、クマリン１５３などのクマリン誘導体；
　イミダゾール、チアゾール、チアジアゾール、カルバゾール、オキサゾール、オキサジ
アゾール、トリアゾールなどのアゾール誘導体およびその金属錯体；
　インドシアニングリーン等のシアニン系化合物；
　フルオレセイン・エオシン・ローダミン等のキサンテン系化合物やチオキサンテン系化
合物；
　ポリフェニレン系化合物、ナフタルイミド誘導体、フタロシアニン誘導体およびその金
属錯体、ポルフィリン誘導体およびその金属錯体；
　ナイルレッドやナイルブルー等のオキサジン系化合物；
　ヘリセン系化合物；
　Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－Ｎ，Ｎ’－ジ（３－メチルフェニル）－４，４’－ジフェニル
－１，１’－ジアミン等の芳香族アミン誘導体；および
　イリジウム（Ｉｒ）、ルテニウム（Ｒｕ）、ロジウム（Ｒｈ）、パラジウム（Ｐｄ）、
白金（Ｐｔ）、オスミウム（Ｏｓ）、及びレニウム（Ｒｅ）等の有機金属錯体化合物など
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がある。
【００２６】
　色変換材料は、色変換部材の中に少なくとも１種含まれていればよく、２種以上含まれ
ていてもよい。
【００２７】
　なおここで、色変換部材は、前記の色変換機能を有する材料が単独でまたは他の材料に
積層されることでフィルム形状を有しているものや、色変換機能を有する材料がガラスに
代表される硬質部材上に印刷・塗布により固定化されたものを例示として、色変換機能を
有する物質を構成要素とする有体物である。なお、フィルムは二次元上の拡がりを有する
が、その拡がりの大きさはフィルムの意味を左右しない。例えば、厚み（ｚ軸方向）が１
０ｎｍでｘｙ面の面積が１μｍ２であってもフィルムということができる。
【００２８】
　＜偏光性を備えたフィルム＞
　本発明のディスプレイの構成要素である偏光性を備えたフィルムは、前記偏光性を備え
たフィルムに入射する光自体の直線偏光性の有無にかかわらず、前記偏光性を備えたフィ
ルムから出射する光が直線偏光性を有するようになることが好ましい。フィルムの種類の
例としてはたとえば正面集光性を有するプリズムシートや、輝度向上を目的とした偏光反
射フィルムなどが挙げられるが、特にこれらのみに限定されるものではなく、出射する光
が直線偏光性を有するものであれば使用可能である
　＜積層フィルム＞
　本発明のディスプレイの構成要素である積層フィルムは、光源、偏光性を備えたフィル
ム、積層フィルム、液晶モジュールの順に配置される必要がある。色変換部材や波長選択
性の反射フィルムである積層フィルムを含む構成で生じる課題である輝度ムラに対して、
偏光性を備えたフィルムと液晶モジュールとの間に積層フィルムを設けることで、後述の
とおり、偏光性を備えたフィルムによって偏光性を持たせた光源から発光された光や色変
換部材から出光された光が、積層フィルムによって集光されたり反射されたりすることに
より、輝度向上や輝度むら抑制が達成できることを見出したものである。また、プリズム
シートや偏光反射フィルムのような偏光性を備えたフィルムを透過した光は、その出射角
度や偏光状態が均一化されたものとなるため、積層フィルムと組み合わせた際の効果が極
めて高くなるものである。
【００２９】
　本発明の積層フィルムは、異なる複数の熱可塑性樹脂が交互に１１層以上積層されてな
ることが必要である。ここでいう熱可塑性樹脂が異なるとは、フィルムの面内で任意に選
択される直交する２方向および該面に垂直な方向のいずれかにおいて屈折率が０．０１以
上異なること、または異なる融点・ガラス転移温度を備えることを指す。また、ここでい
う交互に積層されてなるとは、異なる熱可塑性樹脂からなる層が厚み方向に規則的な配列
で積層されていることをいい、熱可塑性樹脂Ａ、Ｂからなる場合、各々の層をＡ層，Ｂ層
と表現すれば、Ａ（ＢＡ）ｎ（ｎは自然数）のように積層されたものである。このように
光学的性質の異なる樹脂が交互に積層されることにより、各層の屈折率の差と層厚みとの
関係より設計した波長の光を反射させることが出来る干渉反射を発現させることが可能と
なる。また、積層する層数がそれぞれ１０層以下の場合には、所望する帯域において高い
反射率を得られない。また、前述の干渉反射は、層数が増えるほどより広い波長帯域の光
に対して高い反射率を達成できるようになり、所望する帯域の光を反射する積層フィルム
が得られるようになる。好ましくは１００層以上であり、より好ましくは２００層以上。
さらに好ましくは６００層以上である。また、層数に上限はないものの、層数が増えるに
従い製造装置の大型化に伴う製造コストの増加や、フィルム厚みが厚くなることでのハン
ドリング性の悪化が生じるために、現実的には１００００層程度が実用範囲となる。
【００３０】
　本発明のディスプレイに用いる積層フィルムは、入射角度０°での透過スペクトルにお
いて前記光源の発光帯域での平均透過率が８０％以上であることが好ましい。積層フィル
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ムが、入射角度０°での透過スペクトルにおいて前記光源の発光帯域での平均透過率が８
０％以上であることにより前記光源の発光帯域内の光を効率的に液晶モジュールへと入射
させることが可能となり、輝度を高めることが容易となる。好ましくは、積層フィルムの
入射角度０°での透過スペクトルにおいて前記光源の発光帯域での平均透過率が８５％以
上であり、より好ましくは９０％以上である。前記透過率が増加することで、液晶モジュ
ールに入射する前記光源の発光帯域の光量を増やすことが可能となり、輝度に優れたディ
スプレイとできる。このような積層フィルムを得るためには、フィルムの各層の層厚みを
制御することによる反射帯域の最適化に加えて、表面への低屈折率の樹脂からなる層を設
けることで表面反射を抑えることで達成できる。
また、本発明のディスプレイに用いる積層フィルムは、入射角度１０°または６０°での
反射スペクトルにおいて前記色変換部材の出光帯域内での最大反射率が３０％以上である
ことが好ましい。この場合、前記色変換部材の出光帯域内での光の一部を積層フィルムに
よって液晶モジュールとは反対方向にあるバックライト構成側へ反射することができ、バ
ックライト内での光のリサイクル・ミキシングされることで輝度ムラを抑制することが容
易となる。好ましくは、積層フィルムの入射角度１０°または６０°での反射スペクトル
において前記色変換部材の出光帯域内での最大反射率が５０％以上であり、より好ましく
は９０％以上である。前記最大反射率が増加することで、バックライト内で光がリサイク
ル・ミキシングされる効果が強くなり、輝度ムラ抑制効果が高くなる。
【００３１】
　本発明のディスプレイにおいては、前記色変換部材が、前記光源と、前記積層フィルム
の間に配置されてなり、前記積層フィルムの入射角度１０°の反射スペクトルにおける短
波長端が、前記色変換部材から出光される緑色光の出光帯域の長波長端より大きく、かつ
前記積層フィルムの入射角度４５°の反射率スペクトルにおける短波長端が、前記色変換
部材から出光される緑色光の出光帯域の長波長端より小さいことが好ましい。輝度向上の
ためには、ディスプレイでの緑色の発光強度を高めることが効果的である。そこで、前記
積層フィルムの入射角度１０°の反射スペクトルにおける短波長端が、前記色変換部材か
ら出光される緑色光の出光帯域の長波長端より大きく、かつ前記積層フィルムの入射角度
４５°の反射率スペクトルにおける短波長端が、前記色変換部材から出光される緑色光の
出光帯域の長波長端より小さくすることにより、前記色変換部材から正面方向に出光した
光を透過させるとともに、斜め方向に出光した光を反射・リサイクルさせることで緑色光
をディスプレイ正面方向へ集光させることができ、前述の輝度ムラ抑制効果に加えて優れ
た輝度向上効果が得られるものである。
【００３２】
　本発明のディスプレイにおいては、前記色変換部材が、前記積層フィルムに関して前記
光源とは反対側に配置（光源、積層フィルム、色変換部材の順に配置）されてなり、前記
積層フィルムの入射角度１０°の反射スペクトルにおける短波長端が、前記光源の出光帯
域の長波長端より大きく、かつ前記積層フィルムの入射角度４５°の反射率スペクトルに
おける短波長端が、前記光源の出光帯域の長波長端より小さいことが好ましい。この場合
、前記光源の発光帯域の光のうち、正面方向の光は透過させるとともに、斜め方向の光は
色変換部材とは反対方向に反射・リサイクルさせることでディスプレイ正面方向へ集光さ
せることができ、前述の輝度ムラ抑制効果に加えて優れた輝度向上効果が得られるもので
ある。
【００３３】
　本発明のディスプレイに用いる積層フィルムは、その長尺方向の中央と両末端の３点に
おける配向角の最大値と最小値の差、及び短尺方向の中央と両末端の３点における配向角
の最大値と最小値の差がともに１°以上４０°以下である必要がある。ここでいう長尺方
向の両末端とは、図３に示すとおり、短尺辺の中間点にある長尺方向の両末端をあらわし
、短尺方向の両末端とは、図３に示すとおり、長尺辺の中間点にある短尺方向の両末端を
あらわす。また、積層フィルムの長尺方向とは、ディスプレイが略四角形である場合、四
角形の長辺方向をもって長尺方向とし、短辺方向をもって短辺方向とする。ディスプレイ
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が略四角形でない場合、重心をとおりかつ最も長くなる対角線がとれる方向をもって長尺
方向、前記対角線に直交する方向をもって短尺方向とする。この場合、長尺方向の両末端
とは、上記で定義される長尺方向の両末端をあらわし、短尺方向の両末端とは、上記で定
義される短尺方向の両末端をあらわす。また、ここでいう配向角とは、ＫＳシステムズ(
株)製(現王子計測機器(株))の分子配向計ＭＯＡ－２００１にて測定されるものである。
上述のとおり、偏光性を備えたフィルムと液晶モジュールの間に積層フィルムを挿入する
ことで、優れた輝度向上効果や輝度ムラ抑制効果が得られる。一方で、偏光性を備えたフ
ィルムを経て積層フィルムに入射する光はある特定の方向に偏光された直線偏光性を帯び
た光となっている。偏光性を帯びた光は、偏光子を含む液晶モジュールの間に積層フィル
ムを挿入した場合、その積層フィルムの配向角によりその透過率が変化してしまう。ゆえ
に、積層フィルム内で配向方向にばらつきがある場合、ディスプレイとして用いる際に画
面内で配向方向のばらつきに起因した新たな輝度のムラが生じる原因となる場合がある。
そこで、前記積層フィルムの長尺方向の中央と両末端の３点における配向角の最大値と最
小値の差、及び短尺方向の中央と両末端の３点における配向角の最大値と最小値の差がと
もに１°以上４０°以下であることにより、偏光性を備えたフィルムと液晶モジュールの
間に積層フィルムを挿入した場合にも画面内での輝度ムラを抑制することが可能となる。
好ましくは、前記積層フィルムの長尺方向の中央と両末端の３点における配向角の最大値
と最小値の差、及び短尺方向の中央と両末端の３点における配向角の最大値と最小値の差
がともに１°以上３０°以下であり、さらに好ましくは１°以上１０°以下である。配向
角の最大値と最小値の差が１°以上１０°以下となれば、透過率の差は小さくなり、輝度
・色の差として視認されがたくなる。また、偏光性を備えたフィルムの長尺方向の中央と
両末端の３点、または短尺方向の中央と両末端の３点の間にも配向角に差がある場合に、
前記配向角の最大値と最小値の差の下限が１°以上であることにより、同一測定位置での
、偏光性を備えたフィルムと積層フィルムの配向角の差を低下させ、偏光性を備えたフィ
ルムと液晶モジュールの間に積層フィルムを挿入した場合にも画面内での輝度ムラを抑制
することが可能となる。このような積層フィルムを得るためには、後述の積層フィルムの
製造工程で横方向への延伸制御を行うことで達成される。
【００３４】
　本発明のディスプレイに用いる積層フィルムは、その長尺方向の中央と両末端の３点に
ついて分子配向を測定した場合のＭＯＲの最大値と最小値の差、及び短尺方向の中央と両
末端の３点について分子配向を測定した場合のＭＯＲの最大値と最小値の差がともに０．
２以下であることも好ましい。ここでいうＭＯＲとは、ＫＳシステムズ(株)製(現王子計
測機器(株))の分子配向計ＭＯＡ－２００１にて測定されるもので、フィルムの配向の程
度を表す指標であり、ＭＯＲの値が大きくなるほどフィルムは配向角方向に強く配向して
いる、すなわち、フィルムの位相差も大きくなるといえる。そこで、積層フィルムの長尺
方向の中央と両末端の３点について分子配向を測定した場合のＭＯＲの最大値と最小値の
差、及び短尺方向の中央と両末端の３点について分子配向を測定した場合のＭＯＲの最大
値と最小値の差がともに０．２以下であることによって、積層フィルムの面内における位
相差の最大値と最小値の差が小さくなり、偏光性を備えたフィルムと液晶モジュールの間
に積層フィルムを挿入した場合にも画面内での輝度ムラを抑制することが可能となる。好
ましくは前記積層フィルムの長尺方向の中央と両末端の３点におけるＭＯＲの最大値と最
小値の差、及び短尺方向の中央と両末端の３点におけるＭＯＲの最大値と最小値の差がと
もに０．１５以下であり、さらに好ましくは０．１以下である。ＭＯＲの最大値と最小値
の差が０．１以下となれば、位相差の差は小さくなり、輝度・色の差として視認されがた
くなる。このような積層フィルムを得るためには、後述の積層フィルムの製造工程で横方
向への延伸制御を行うことで達成される。
【００３５】
　本発明のディスプレイに用いる積層フィルムは、その長尺方向の中央と両末端の３点に
ついて分子配向を測定した場合のＭＯＲの最小値、及びその短尺方向の中央と両末端の３
点について分子配向を測定した場合のＭＯＲの最小値がともに１．３以上であることも好
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ましい。ＭＯＲは、フィルムの配向の程度を表す指標であり、ＭＯＲの値が大きくなるほ
どフィルムは配向角方向に強く配向している、すなわち、フィルムの位相差も大きくなる
といえる。そこで、積層フィルムの長尺方向の中央と両末端の３点について分子配向を測
定した場合のＭＯＲの最小値、及びその短尺方向の中央と両末端の３点について分子配向
を測定した場合のＭＯＲの最小値をともに１．３以上であることによって、積層フィルム
の面内における位相差が大きくなり、ディスプレイとして実装した際にサングラス越しに
画面を見ても画面内での輝度ムラや色ムラの発生を抑制することが可能となる。好ましく
は、積層フィルムの長尺方向の中央と両末端の３点について分子配向を測定した場合のＭ
ＯＲの最小値、及びその短尺方向の中央と両末端の３点について分子配向を測定した場合
のＭＯＲの最小値をともに１．５以上である。
【００３６】
　＜積層フィルムの製造方法＞
　次に、第１の積層フィルムの好ましい製造方法を熱可塑性樹脂Ａ，Ｂからなる積層フィ
ルムを例にとり以下に説明する。もちろん本発明は係る例に限定して解釈されるものでは
ない。また、この積層フィルムの積層構造は、特開２００７－３０７８９３号公報の〔０
０５３〕～〔００６３〕段に記載の内容と同様の方法により簡便に実現できるものである
。
【００３７】
　熱可塑性樹脂をペレットなどの形態で用意する。ペレットは、必要に応じて、熱風中あ
るいは真空下で乾燥された後、別々の押出機に供給される。また、積層フィルム中に紫外
線吸収剤を含む場合には、あらかじめ熱可塑性樹脂中に紫外線吸収剤を混練したペレット
を準備したり、熱可塑性樹脂と紫外線吸収剤とを押出機中にて混練する。押出機内におい
て、融点以上に加熱溶融された樹脂は、ギヤポンプ等で樹脂の押出量を均一化され、フィ
ルター等を介して異物や変性した樹脂などを取り除かれる。これらの樹脂はダイにて目的
の形状に成形された後、吐出される。そして、ダイから吐出された多層に積層されたシー
トは、キャスティングドラム等の冷却体上に押し出され、冷却固化され、キャスティング
フィルムが得られる。この際、ワイヤー状、テープ状、針状あるいはナイフ状等の電極を
用いて、静電気力によりキャスティングドラム等の冷却体に密着させ急冷固化させること
が好ましい。また、スリット状、スポット状、面状の装置からエアーを吹き出してキャス
ティングドラム等の冷却体に密着させ急冷固化させたり、ニップロールにて冷却体に密着
させ急冷固化させたりする方法も好ましい。
【００３８】
　また、Ａ層に用いられる熱可塑性樹脂とそれと異なる熱可塑性樹脂Ｂの複数の樹脂を２
台以上の押出機を用いて異なる流路から送り出し、多層積層装置に送り込まれる。多層積
層装置としては、マルチマニホールドダイやフィードブロックやスタティックミキサー等
を用いることができるが、特に、本発明の構成を効率よく得るためには、１１個以上の微
細スリットを有するフィードブロックを用いることが好ましい。このようなフィードブロ
ックを用いると、装置が極端に大型化することがないため、熱劣化による異物が少なく、
積層数が極端に多い場合でも、高精度な積層が可能となる。また、幅方向の積層精度も従
来技術に比較して格段に向上する。また、この装置では、各層の厚みをスリットの形状（
長さ、幅）で調整できるため、任意の層厚みを達成することが可能となったものである。
【００３９】
　このようにして所望の層構成に形成した溶融多層積層体をダイへと導き、上述と同様に
キャスティングフィルムが得られる。
【００４０】
　このようにして得られたキャスティングフィルムは、二軸延伸することが好ましい。こ
こで、二軸延伸とは、長手方向および幅方向に延伸することをいう。延伸は、逐次に二方
向に延伸しても良いし、同時に二方向に延伸してもよい。また、さらに長手方向および／
または幅方向に再延伸を行ってもよい。
【００４１】
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　逐次二軸延伸の場合についてまず説明する。ここで、長手方向への延伸とは、フィルム
に長手方向の分子配向を与えるための延伸を言い、通常は、ロールの周速差により施され
、この延伸は１段階で行ってもよく、また、複数本のロール対を使用して多段階に行って
も良い。延伸の倍率としては樹脂の種類により異なるが、通常、２～１５倍が好ましく、
積層フィルムを構成する樹脂のいずれかにポリエチレンテレフタレートを用いた場合には
、２～７倍が特に好ましく用いられる。また、延伸温度としては積層フィルムを構成する
樹脂のガラス転移温度～ガラス転移温度＋１００℃が好ましい。
【００４２】
　このようにして得られた一軸延伸されたフィルムに、必要に応じてコロナ処理やフレー
ム処理、プラズマ処理などの表面処理を施した後、易滑性、易接着性、帯電防止性などの
機能をインラインコーティングにより付与してもよい。特に、積層フィルムと色変換シー
トを含む積層部材を形成する際には、積層フィルムの最表層となる熱可塑性樹脂Ａよりも
低く、色変換部材の最表層となるフィルムの屈折率よりも高い屈折率となる樹脂をインラ
インコーティングすることが好ましい。
【００４３】
　つづいて幅方向の延伸とは、フィルムに幅方向の配向を与えるための延伸をいい、通常
は、テンターを用いて、フィルムの両端をクリップで把持しながら搬送して、幅方向に延
伸する。延伸の倍率としては樹脂の種類により異なるが、通常、２～１５倍が好ましく、
積層フィルムを構成する樹脂のいずれかにポリエチレンテレフタレートを用いた場合には
、２～７倍が特に好ましく用いられる。特に本発明における積層フィルムでは、横延伸倍
率は４倍以上とすることが好ましく、横延伸倍率を高めることで反射帯域の均一性、平均
反射率の均一性、相関係数を高めるのに有効である。また、延伸温度としては積層フィル
ムを構成する樹脂のガラス転移温度～ガラス転移温度＋１２０℃が好ましい。
【００４４】
　ここで、特に本発明の積層フィルムにおいては、フィルム幅方向での配向角の均一性の
向上のためにフィルム幅方向への延伸時に段階的に延伸温度を低温から高温へと昇温する
方法や、フィルム幅方向への延伸時に高延伸倍率で延伸したのちに低延伸倍率で延伸する
方法などを採用することも好ましい。配向角の幅方向均一性の低下の原因の一つは、幅方
向延伸時にフィルム流れ方向に働く延伸応力に伴うことが多い。ここで、上記の方法を採
用することにより、フィルム幅方向への延伸時にフィルム流れ方向で生じる応力を抑制で
き、相対的にフィルム幅方向の応力を高めることができるため、フィルム幅方向での配向
角の均一化を達成できるものである。
【００４５】
　こうして二軸延伸されたフィルムは、平面性、寸法安定性を付与するために、テンター
内で延伸温度以上融点以下の熱処理を行うのが好ましい。熱処理を行うことにより、成形
用フィルムの寸法安定性が向上する。このようにして熱処理された後、均一に徐冷後、室
温まで冷やして巻き取られる。また、必要に応じて、熱処理から徐冷の際に弛緩処理など
を併用してもよい。
【００４６】
　ここで、特に本発明の積層フィルムにおいては、フィルム幅方向の配向角を均一化する
ために、フィルム幅方向に延伸したのちに一旦ガラス転移温度以下に冷却した後に熱処理
を行うことも好ましい。この場合、ガラス転移温度以下に冷却することでフィルム幅方向
への延伸工程におけるフィルム流れ方向の延伸応力を抑制することが可能となり、結果と
してフィルム幅方向での配向角の均一性を高められるものである。
また、本発明の積層フィルムにおいては、熱処理時の温度を段階的に昇温することも好ま
しい。より好ましくは、フィルム幅方向への延伸終了時の温度をＴ１、熱処理開始時の温
度をＴ２、熱処理工程の最高温度をＴ３とした場合、Ｔ２はＴ１＋１０℃以上であり、か
つＴ３－１０℃以下であることであり、さらに好ましくはＴ２が（Ｔ１＋Ｔ３）／２±１
０℃の範囲にあることである。このように、熱処理温度を段階的に昇温することでも、フ
ィルム幅方向への延伸工程におけるフィルム流れ方向の延伸応力を抑制することが可能と
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なり、結果としてフィルム幅方向での配向角の均一性を高められるものである。
また、本発明の積層フィルムにおいては、熱処理工程においてもフィルム幅方向へフィル
ム幅方向への延伸工程終了後のフィルム幅に対して１．０１倍以上１．２倍以下で延伸す
ることも好ましい。熱処理工程においては、フィルム長手方向への応力はほとんど生じな
いため、幅方向での配向角の均一性を向上させることができる。一方、熱処理工程でのフ
ィルム幅方向への延伸倍率が１．２倍より大きくなった場合には、フィルムに厚みムラが
生じ、ディスプレイへの実装に適さないフィルムとなりうる。
【００４７】
　同時二軸延伸の場合について次に説明する。同時二軸延伸の場合には、得られたキャス
トフィルムに、必要に応じてコロナ処理やフレーム処理、プラズマ処理などの表面処理を
施した後、易滑性、易接着性、帯電防止性などの機能をインラインコーティングにより付
与してもよい。
【００４８】
　次に、キャストフィルムを、同時二軸テンターへ導き、フィルムの両端をクリップで把
持しながら搬送して、長手方向と幅方向に同時および／または段階的に延伸する。同時二
軸延伸機としては、パンタグラフ方式、スクリュー方式、駆動モーター方式、リニアモー
ター方式があるが、任意に延伸倍率を変更可能であり、任意の場所で弛緩処理を行うこと
ができる駆動モーター方式もしくはリニアモーター方式が好ましい。延伸の倍率としては
樹脂の種類により異なるが、通常、面積倍率として６～５０倍が好ましく、積層フィルム
を構成する樹脂のいずれかにポリエチレンテレフタレートを用いた場合には、面積倍率と
して８～３０倍が特に好ましく用いられる。特に同時二軸延伸の場合には、面内の配向差
を抑制するために、長手方向と幅方向の延伸倍率を同一とするとともに、延伸速度もほぼ
等しくなるようにすることが好ましい。また、延伸温度としては積層フィルムを構成する
樹脂のガラス転移温度～ガラス転移温度＋１２０℃が好ましい。
【００４９】
　こうして二軸延伸されたフィルムは、平面性、寸法安定性を付与するために、引き続き
テンター内で延伸温度以上融点以下の熱処理を行うのが好ましい。この熱処理の際に、幅
方向での主配向軸の分布を抑制するため、熱処理ゾーンに入る直前および／または直後に
瞬時に長手方向に弛緩処理することが好ましい。このようにして熱処理された後、均一に
徐冷後、室温まで冷やして巻き取られる。また、必要に応じて、熱処理から徐冷の際に長
手方向および／あるいは幅方向に弛緩処理を行っても良い。熱処理ゾーンに入る直前およ
び／あるいは直後に瞬時に長手方向に弛緩処理する。
【００５０】
　＜ディスプレイ＞
　本発明によるディスプレイは、少なくとも光源、偏光性を備えたフィルム、積層フィル
ム、液晶モジュール、および色変換部材を含む構成である。これらの部材の配置方法につ
いては、光源、偏光性を備えたフィルム、積層フィルム、液晶モジュールがその順番で配
置されている構成であれば、特に限定されない。
【００５１】
　本発明のディスプレイは、ディスプレイ、照明、インテリア、標識、看板、などの用途
に使用できるが、特にディスプレイや照明用途に特に好適に用いられる。
【実施例】
【００５２】
　以下、実施例をあげて本発明を説明するが、本発明はこれらの例によって限定されるも
のではない。
【００５３】
　＜光源の発光強度、発光帯域の測定＞
　浜松フォトニクス製ミニ分光光度器（Ｃ１００８３ＭＭＤ）にＮＡ０．２２の光ファイ
バーを取り付け、光源の光を計測した。得られた発光スペクトルについて、最大強度を示
す波長を光源の発光ピーク波長とし、光源の発光ピーク波長での発光強度の５０％以上の
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強度を示す発光帯域をもって光源の発光帯域とした。
【００５４】
　＜色変換部材の発光強度、出光帯域の測定＞
　浜松フォトニクス製ミニ分光光度器（Ｃ１００８３ＭＭＤ）にＮＡ０．２２の光ファイ
バーを取り付け、光源の光を照射した色変換部材から出光する光を計測した。得られた発
光スペクトルについて、光源の発光ピーク波長をのぞく波長の中で最大強度を示した波長
を色変換部材の出光ピーク波長（ピーク波長１）とし、色変換部材の出光ピーク波長での
出光強度の５０％以上の強度を示す帯域を色変換部材の出光帯域とした。なお、本願で用
いた色変換部材は上記で定義される出光ピーク波長以外にも極大点が存在するものであっ
たため、当該極大点の波長を第２の発光ピーク波長（ピーク波長２）とした。
【００５５】
　＜積層フィルムの透過率、反射率、反射帯域の測定＞
　日立製作所製　分光光度計（Ｕ－４１００　Ｓｐｅｃｔｒｏｐｈｏｔｏｍｅｔｅｒ）に
付属の角度可変透過装置と付属のグランテーラ社製偏光子を取り付け、入射角度φ＝１０
度、４５度および６０度における波長２５０～１６００ｎｍのＰ波反射率及びＳ波反射率
ならびに入射角度φ＝０度での波長２５０～１６００ｎｍの透過率を測定した。測定条件
：スリットは２ｎｍ（可視）／自動制御（赤外）とし、ゲインは２と設定し、走査速度を
６００ｎｍ／分とした。サンプルは６５インチを想定して、フィルム長手方向から４５ｃ
ｍ間隔で、フィルム幅方向から７０ｃｍ間隔で５ｃｍ×１０ｃｍで切り出し測定した。ま
た、反射率はフィルム両面で測定し、より高い反射率となった結果をもって反射率とした
。各々のパラメーターは以下のとおりの方法で求めた。
【００５６】
　＜積層フィルムの短波長端・高波長端＞
　上記で得られた反射スペクトルについて、各波長ごとにＰ波とＳ波の平均値を用いた平
均反射スペクトルを算出し、波長４００～１６００ｎｍにおける最大反射率をＲｍａｘ（
％）とした際に、Ｒｍａｘ／２（％）以上となる波長の中で最も短波長でかつ４００ｎｍ
以上である波長を積層フィルムの反射帯域の短波長端、最も長波長でかつ１６００ｎｍ以
下である波長を積層フィルムの反射帯域の長波長端とした。
【００５７】
　＜光源の発光帯域における平均透過率＞
　上記で得られた透過スペクトルについて、各波長ごとにＰ波とＳ波の平均値を用いて平
均透過スペクトルを算出し、この平均透過スペクトルに対して上で求めた光源の発光帯域
に対応する波長範囲での平均透過率を算出した。
【００５８】
　＜色変換部材の出光帯域における最大および平均反射率＞
　上記で得られた反射スペクトルについて、各波長ごとにＰ波とＳ波の平均値を用いた平
均反射スペクトルを算出し、この平均反射スペクトルに対して上で求めた色変換部材の出
光帯域に対応する波長範囲での最大反射率および平均反射率を算出した。
【００５９】
　＜正面輝度、輝度むらの測定＞
評価用の光源を含む光源ユニットとして、Ｓｏｎｙ製ＫＤ－６５Ｘ９５００Ｂの光源ユニ
ットを用いた。浜松フォトニクス製ミニ分光光度器（Ｃ１００８３ＭＭＤ）にＮＡ０．２
２の光ファイバーを取り付け、光源のみおよび色変換部材から出光する光を計測した。本
光源の発光帯域は４３０～４８５ｎｍであり、色変換部材の出光帯域は、５０８～６７８
ｎｍであり、ピーク波長１は５３２ｎｍ、ピーク波長２は６４８ｎｍであった。
【００６０】
　モデル試験として、付属の拡散板の上に、付属のプリズムフィルム、付属の偏光反射フ
ィルム、積層フィルムを順に重ね、さらに液晶モジュールの代替として吸収型偏光板を中
央の輝度が最も明るくなる方向で重ねて出光した光の輝度を測定した。輝度の測定におい
ては、ＣＡ－２０００（（株）コニカミノルタ）を用い、吸収型偏光板の長尺方向の中央
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と両末端の３点、及び前記最外層に配置されたフィルムの短尺方向の両末端の２点の計５
点について行い、その平均値を正面輝度とした。その上で、比較例１における輝度を１０
０としたときの相対的な輝度を表１に記載した。
【００６１】
　また、輝度のむらについては、前記５点についての輝度の変動係数（＝標準偏差／平均
値×１００％）を用いて下記のように評価した。
【００６２】
　　輝度のむら
◎　：　前記面内５箇所についての輝度の変動係数が３％以下
○　：　前記面内５箇所についての輝度の変動係数が１０％以下
　　　　×　：　前記面内５箇所についての輝度の変動係数が１０％以上　　　　　　　
　　　　
　＜配向角＞
　サンプルは６５インチを想定して、フィルム長手方向から４０ｃｍ間隔で、フィルム幅
方向から７０ｃｍ間隔で１０ｃｍ×１０ｃｍで切り出し、ＫＳシステムズ(株)製(現王子
計測機器(株))の分子配向計ＭＯＡ－２００１を用いて、配向角を求めた（計測される配
向角の範囲は－９０～９０°である）。
＜ＭＯＲ＞
　サンプルは６５インチを想定して、フィルム長手方向から４０ｃｍ間隔で、フィルム幅
方向から７０ｃｍ間隔で１０ｃｍ×１０ｃｍで切り出し、ＫＳシステムズ(株)製(現王子
計測機器(株))の分子配向計ＭＯＡ－２００１を用いて、ＭＯＲを求めた。
【００６３】
　（実施例１）
　積層フィルムは以下に示す方法にて得た。
【００６４】
　熱可塑性樹脂Ａとして、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）を用いた。また熱可塑性
樹脂Ｂとして融点を持たない非晶性樹脂であるシクロヘキサンジメタノールを共重合した
エチレンテレフタレート（ＰＥＴＧ）を用いた。準備した結晶性ポリエステルと熱可塑性
樹脂Ｂとをそれぞれ、２台の単軸押出機に投入し、２８０℃で溶融させて、混練した。次
いで、それぞれＦＳＳタイプのリーフディスクフィルタを５枚介した後、ギアポンプにて
計量しながら、スリット数１１個で最表層厚みがフィルム厚みの５％となるように設計さ
れた積層装置にて合流させて、厚み方向に交互に１１層積層された積層体とした。積層体
とする方法は、特開２００７－３０７８９３号公報〔００５３〕～〔００５６〕段の記載
に従って行った。ここでは、スリット長さ、間隔は全て一定とした。得られた積層体は、
熱可塑性樹脂Ａが６層、熱可塑性樹脂Ｂが５層であり、厚み方向に交互に積層された積層
構造を有していた。口金内部での拡幅比である口金リップのフィルム幅方向長さを口金の
流入口部でのフィルム幅方向の長さで割った値を２．５となるようにした。
【００６５】
　得られたキャストフィルムを、１３０℃に設定したロール群で加熱した後、延伸区間長
１００ｍｍの間で、フィルム両面からラジエーションヒーターにより急速加熱しながら、
フィルム長手方向に３．３倍延伸し、その後一旦冷却した。つづいて、この一軸延伸フィ
ルムの両面に空気中でコロナ放電処理を施し、基材フィルムの濡れ張力を５５ｍＮ／ｍと
し、その処理面に（ガラス転移温度が１８℃のポリエステル樹脂）／（ガラス転移温度が
８２℃のポリエステル樹脂）／平均粒径１００ｎｍのシリカ粒子からなる積層形成膜塗液
を塗布し、透明・易滑・易接着層を形成した。該易接着層の屈折率は１．５７であった。
【００６６】
　この一軸延伸フィルムをテンターに導き、１１０℃の熱風で予熱後、１３０℃の温度で
フィルム幅方向に４．５倍延伸した。ここでの延伸速度と温度は一定とした。延伸したフ
ィルムは、そのまま、テンター内で２４０℃の熱風にて熱処理を行い、続いて同温度条件
で幅方向に２％の弛緩処理を、さらに１００度まで急冷した後に幅方向に５％の弛緩処理
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を施し、その後、巻き取り積層フィルムを得た。
【００６７】
　得られた積層フィルムを光源、色変換部材、偏光性を備えたフィルム、積層フィルム、
吸収型偏光板の順に配置した場合の評価結果を表１に示すが、積層フィルムを用いない比
較例１と比較すると若干輝度ムラが見られるものの実用可能なレベルであり、輝度向上が
みられた。
【００６８】
　（実施例２）
　熱可塑性樹脂Ａとして、融点が２５８℃のポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）を用
いた。また熱可塑性樹脂Ｂとして融点を持たない非晶性樹脂であるスピログリコール２５
ｍｏｌ％、シクロヘキサンジカルボン酸３０ｍｏｌ％共重合したエチレンテレフタレート
（ＰＥ／ＳＰＧ・Ｔ／ＣＨＤＣ）を用い、かつ熱可塑性樹脂ＡからなるＡ層の層数を５１
層、熱可塑性樹脂ＢからなるＢ層の層厚みを５０層とした積層フィルムを用いて、実施例
１と同様にキャストフィルムを得た。
【００６９】
　得られたキャストフィルムを、７２～７８℃に設定したロール群で加熱した後、延伸区
間長１００ｍｍの間で、フィルム両面からラジエーションヒーターにより急速加熱しなが
ら、フィルム長手方向に３．３倍延伸し、その後一旦冷却した。つづいて、この一軸延伸
フィルムの両面に空気中でコロナ放電処理を施し、基材フィルムの濡れ張力を５５ｍＮ／
ｍとし、その処理面に（ガラス転移温度が１８℃のポリエステル樹脂）／（ガラス転移温
度が８２℃のポリエステル樹脂）／平均粒径１００ｎｍのシリカ粒子からなる積層形成膜
塗液を塗布し、透明・易滑・易接着層を形成した。該易接着層の屈折率は１．５７であっ
た。
【００７０】
　この一軸延伸フィルムをテンターに導き、１１０℃の熱風で予熱後、１３０℃の温度で
フィルム幅方向に４．５倍延伸した。ここでの延伸速度と温度は一定とした。延伸したフ
ィルムは、そのまま、テンター内で２４０℃の熱風にて熱処理を行い、続いて同温度条件
で幅方向に２％の弛緩処理を、さらに１００度まで急冷した後に幅方向に５％の弛緩処理
を施し、その後、巻き取り積層フィルムを得た。
【００７１】
　得られた積層フィルムを光源、色変換部材、偏光性を備えたフィルム、積層フィルム、
吸収型偏光板の順に配置した場合の評価結果を表１に示すが、実施例１と比較すると更な
る輝度向上が見られた。
【００７２】
　（実施例３）
　熱可塑性樹脂ＡからなるＡ層の層数を３０１層、熱可塑性樹脂ＢからなるＢ層の層厚み
を３００層とした以外は、実施例２と同様にして積層フィルムを得た。
【００７３】
　得られた積層フィルムを光源、色変換部材、偏光性を備えたフィルム、積層フィルム、
吸収型偏光板の順に配置した場合の評価結果を表１に示すが、実施例２と比較すると更な
る輝度向上が見られた。
【００７４】
　（実施例４）
　横延伸時に、延伸速度を２段階で変化させ、延伸区間の最初の２５％の区間において３
段階で９５℃、１００℃、１４０℃と延伸温度を高温化してフィルム幅方向へ３．５倍の
延伸を行い、残り７５％の区間において１４０°の延伸温度で４．５倍まで延伸させた以
外は、実施例３と同様にして積層フィルムを得た。
得られた積層フィルムを光源、色変換部材、偏光性を備えたフィルム、積層フィルム、吸
収型偏光板の順に配置した場合の評価結果を表１に示すが、実施例３と比較すると輝度ム
ラに改善が見られ、ディスプレイとして用いたときに平均輝度が向上した。
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【００７５】
　（実施例５）
　テンター内での熱処理工程において、熱処理区間の最初の２５％の区間において１９０
°の延伸温度でフィルム幅方向へ１．１倍に延伸し、残りの７５％の区間において２４０
°で熱処理を行った以外には、実施例４と同様にして積層フィルムを得た。
【００７６】
　得られた積層フィルムを光源、色変換部材、偏光性を備えたフィルム、積層フィルム、
吸収型偏光板の順に配置した場合の評価結果を表１に示すが、実施例４と比較するさらな
る輝度ムラに改善が見られ、ディスプレイとして用いたときに平均輝度が向上した。
【００７７】
　（実施例６）
　横延伸後に中間冷却ゾーンを設け、一旦７０°までフィルム温度を低下させたこと以外
は、実施例５と同様にして積層フィルムを得た。
【００７８】
　得られた積層フィルムを光源、色変換部材、偏光性を備えたフィルム、積層フィルム、
吸収型偏光板の順に配置した場合の評価結果を表１に示すが、実施例５と比較するとさら
なる輝度ムラに改善が見られ、ディスプレイとして用いたときに平均輝度が向上した。
【００７９】
　（実施例７）
熱可塑性樹脂Ｂとして、融点が２５８℃のポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）と、Ｐ
ＥＴＧとを、３：１の重量比率でアロイ化した樹脂を用い、かつ積層フィルムの反射帯域
を実施例１よりも短波長とし、積層フィルムのフィルム面に対して入射角度１０°で入射
させた場合の光源の光を反射するように調整した以外は、実施例６と同様にして積層フィ
ルムを得た。
【００８０】
　得られた積層フィルムを光源、色変換部材、偏光性を備えたフィルム、積層フィルム、
吸収型偏光板の順に配置した場合の評価結果を表１に示すが、積層フィルムを用いない比
較例１と比較すると輝度が向上し、輝度のむらも改善がみられた。
【００８１】
　（実施例８）
積層フィルムの反射帯域を実施例１よりも長波長とし、積層フィルムのフィルム面に対し
て入射角度６０°で入射させた場合の色変換部材の光を反射するように調整した以外は、
実施例６と同様にして積層フィルムを得た。
【００８２】
　得られた積層フィルムを光源、色変換部材、偏光性を備えたフィルム、積層フィルム、
吸収型偏光板の順に配置した場合の評価結果を表１に示すが、積層フィルムを用いない比
較例１と比較してほぼ同様の輝度ムラであった。
【００８３】
　（実施例９）
　実施例６と同様にして得られた積層フィルムを光源、偏光性を備えたフィルム、積層フ
ィルム、吸収型偏光板、色変換部材の順に配置した場合の評価結果を表１に示すが、積層
フィルムを用いない比較例２と比較すると輝度のむらもなく顕著な輝度向上効果が見られ
た。
【００８４】
　（実施例１０）
　積層フィルムの反射帯域を実施例２よりも短波長とし、積層フィルムのフィルム面に対
して入射角度１０°で入射させた場合の光源の光を透過し、入射角度４５°で入射させた
場合の光源の光を反射するように調整した以外は、実施例２と同様にして得られた積層フ
ィルムを光源、偏光性を備えたフィルム、積層フィルム、吸収型偏光板の順に配置した場
合の評価結果を表１に示すが、積層フィルムを用いない比較例２と比較すると輝度が向上
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し、輝度のむらも改善がみられた。
【００８５】
　（実施例１１）
　積層フィルムの反射帯域を実施例３よりも短波長とし、積層フィルムのフィルム面に対
して入射角度１０°で入射させた場合の光源の光を透過し、入射角度４５°で入射させた
場合の光源の光を反射するように調整した以外は、実施例３と同様にして得られた積層フ
ィルムを光源、偏光性を備えたフィルム、積層フィルム、吸収型偏光板の順に配置した場
合の評価結果を表１に示すが、実施例１０と比較すると輝度が向上し、積層フィルムを用
いない比較例２と比較すると輝度のむらも改善がみられた。
【００８６】
　（実施例１２）
　積層フィルムの反射帯域を実施例４よりも短波長とし、積層フィルムのフィルム面に対
して入射角度１０°で入射させた場合の光源の光を透過し、入射角度４５°で入射させた
場合の光源の光を反射するように調整した以外は、実施例４と同様にして得られた積層フ
ィルムを光源、偏光性を備えたフィルム、積層フィルム、吸収型偏光板、色変換部材の順
に配置した場合の評価結果を表１に示すが、実施例１１と比較すると輝度が向上し、輝度
のむらも改善がみられた。
【００８７】
　（実施例１３）
　積層フィルムの反射帯域を実施例５よりも短波長とし、積層フィルムのフィルム面に対
して入射角度１０°で入射させた場合の光源の光を透過し、入射角度４５°で入射させた
場合の光源の光を反射するように調整した以外は、実施例５と同様にして得られた積層フ
ィルムを光源、偏光性を備えたフィルム、積層フィルム、吸収型偏光板、色変換部材の順
に配置した場合の評価結果を表１に示すが、実施例１２と比較すると輝度が向上し、輝度
のむらも改善がみられた。
【００８８】
　（実施例１４）
　積層フィルムの反射帯域を実施例６よりも短波長とし、積層フィルムのフィルム面に対
して入射角度１０°で入射させた場合の光源の光を透過し、入射角度４５°で入射させた
場合の光源の光を反射するように調整した以外は、実施例６と同様にして得られた積層フ
ィルムを光源、偏光性を備えたフィルム、積層フィルム、吸収型偏光板、色変換部材の順
に配置した場合の評価結果を表１に示すが、実施例１３と比較すると輝度が向上し、輝度
のむらも改善がみられた。
【００８９】
　（比較例１）
　積層フィルムを用いない構成とした以外は光源、色変換部材、偏光性を備えたフィルム
の順に配置しディスプレイを形成した。
【００９０】
　ディスプレイの評価結果を表２に示すが、実施例１～７のいずれと比較しても低い輝度
となった。
【００９１】
　（比較例２）
　積層フィルムを用いない構成とした以外は光源、偏光性を備えたフィルム、吸収型偏光
板、色変換部材の順に配置しディスプレイを形成した。
【００９２】
　ディスプレイの評価結果を表２に示すが、実施例１０～１４のいずれと比較しても低い
輝度となった。
【００９３】
　（比較例３）
　積層フィルムを実施例３で用いた熱可塑性樹脂Ａの単層とした以外は、実施例３と同様



(18) JP 2019-159215 A 2019.9.19

10

にしてフィルムを得た。
【００９４】
　得られた積層フィルムを光源、色変換部材、偏光性を備えたフィルム、単層フィルム、
吸収型偏光板の順に配置した場合の評価結果を表２に示すが、積層フィルムを用いない比
較例１と比較すると輝度が低下した。
【００９５】
　（比較例４）
　横延伸時に、積層フィルムの幅方向への延伸倍率を３．０倍にした以外は、実施例３と
同様にして積層フィルムを得た。
【００９６】
　得られた積層フィルムを光源、偏光性を備えたフィルム、積層フィルムの順に配置した
場合の評価結果を表２に示すが、実施例３と比較すると輝度が低下し、輝度のむらも悪化
した。
【００９７】
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【表１】

【００９８】
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【表２】

【符号の説明】
【００９９】
１　　ディスプレイ
２　　光源
３　　液晶モジュール
４　　積層フィルム
５　　偏光性を備えたフィルム
６　　色変換部材
７　　導光板
８　　積層フィルムの長尺方向の両末端
９　　積層フィルムの短尺方向の両末端
１０　積層フィルムの中央
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【図２】

【図３】
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